
事例内容・タイトル

出典

地方公共団体金融機構

団体名

事例区分 公営企業 タグ

事例種類

・（公営企業）水道事業
・組織改革
・（行政改革）業務の効率化

青森県弘前市

その他

上下水道の組織統合

公営企業の持続可能な経営の確保に向けた先進・優良事例集

団体の属性 一般市
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◆背景

• 人口減少による料金収入の伸び悩み等により、現行料金では安定した経営活動を維
持できなくなるため、水道と下水道の料金改定（値上げ）を見込んでいた。

• 料金改定による利用者の負担を軽減するため、経費削減の観点から、上下水道の組
織統合を行うこととし、併せて、統合を円滑化するため下水道事業の法全部適用を
行うこととした。

◆具体的内容

• 地方公営企業法のうち財務規定のみが適用されていた下水道事業について、同法を
全部適用した。

• 上下水道の組織で共通する総務・営業・工事部門を統合した。

◆効果

• 組織統合に先立ち下水道事業に同法を全部適用することにより、人事管理などの業
務について水道事業と同一の規定が適用されることとなり、両事業の統合を円滑化
した。

• 組織統合により窓口業務を一本化したことで、申請手続などが1か所で済むなど市民
や業者へのサービスが向上した。

• 上下水道事業の意思決定機能を統合したことで、工事を同時施行するなど、両事業
を一元的かつ計画的に推進することが可能となった。

• 出納金融機関の一本化など、資金管理を一元化したことで、収入時や支払時の事務
処理が簡略化された。

• 組織統合に伴い職員配置の見直しを行った結果、人件費等の経費が削減された（▲
約91,146千円/年）。

• 平成20年11月に組織再編の検討開始。

• 平成21年3月に組織統合に係る基本方針を決定。

• 平成22年4月に組織統合を実施。

• 統合にあたっては、総務・営業・工事の各部門ごとに複数名の担当者で事務打ち合
わせを実施した。

• 住民への説明として、平成21年度に広報誌で周知を行った。

【青森県弘前市】
上下水道の組織統合

青森県弘前市上下水道部総務課

• 通帳を1つで管理することで事務処理が簡略化さ
れるメリットもあるが、反対に、通帳を見ただ
けでは水道・下水道それぞれの残高が把握でき
ないといったデメリットもあるため、区分経理
において留意すべきである。

• 行政区域内人口 166,385人（令和4年1月1日時点）
• 行政区域内面積 524.2km2（令和4年1月1日時点）
• 給水人口 161,601人（令和3年度決算）
• 処理区内人口 160,980人（令和3年度決算）

その他

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

水道事業・下水道事業

●取組の概要

●取組のポイント

水道及び下水道の料金改定に伴う経費削減策として、下水道事業の法全部適用と上
下水道の組織統合を行った。

◆総事業費

【統合前】

・水道部 総務課

工務課

浄水課

・都市整備部

下水道総務課

下水道建設課

下水道施設課

【統合後】

・上下水道部 総務課

営業課

工務課

上水道施設課

下水道施設課

統合イメージ

なし
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